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石井　聡著　『もう一つの経済システム
——東ドイツ計画経済下の企業と労働者』
（北海道大学出版会，viii＋２７６ページ，２０１０年２月，５,６００円＋税）
石坂　昭雄
　昨年１０月３日で，かの東西ドイツ統一もはや２０周年を迎え，わが国でもようやく，旧
東ドイツの劇的崩壊をもたらした市民運動の熱気と急転直下の連邦共和国への吸収，その
あと旧東ドイツ地域を見舞った経済の厳しい状況にとどまらず，この「社会主義」体制の
４０年間とその下で実際に暮らして生きたひとびとの意識や生活についても，公開された
いろいろの資料に基づいて，歴史としての研究の眼が向けられるようになり，海外の優
れた研究成果，たとえばフルブロック『二つのドイツ』（２００９年）やエングラー『東ド
イツのひとびと』（２０１０年）も邦訳で接することができるようになった。しかし，この
「社会主義」社会の基盤をなす経済についての研究は，これまで様々の困難な事情も加
わってなお非常に手薄であったことは否めない。しかし，最後には持ち堪えることができ
ず一挙に崩壊したとはいえ，ロシア革命から数えて７０年，戦後の東欧圏でも４０年とこう
したなかでともかく存続し，人類の輝かしい未来としての旗を掲げ，しばしば憧憬に的に
もなった「社会主義経済」のシステムと現実は，市場経済そのものの理解を深める上でも
決して避けては通れない研究対象であり，単に失敗に終わった歴史的大実験として片付け
去るべきではではない。そのなかでも，世界の最有力工業社会のひとつで社会主義＝労働
運動や社会国家としても少なからぬ伝統を誇るドイツの一半に築かれた旧東ドイツDDR
には，独自の研究意義が認められる。著者の石井氏はベルリンの壁崩壊後に研究生活を始
め，一貫して東ドイツ経済の研究に携わってきたが，これまでの既発表の成果を改訂・補
筆しながら纏めたのが本書であり，わが国での新しい世代による本格的な東ドイツ経済史
研究の最初の成果といえる。
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本書は，以下の諸章から構成されている。
序章
第１章　出発点の経済状況——対外関係，工業生産および労働力についてのマクロ的分析
第２章　労働生産性向上政策とその労使関係的限界——１９５３年６月１７日労働者蜂起
をめぐって
第３章　造船業における生産能力の増大と労働生産性の低迷
第４章　造船業の企業現場における設備能力の不十分な利用
第５章　造船業の企業現場における労働者陶冶および管理の限界
第６章　造船業における計画作成と達成度評価の現実
第７章　造船業の国際競争力
第８章　労働者の人間関係世界——作業班の経済的・社会的意義
終章
補論　企業における秘密警察（シュタージ）——その本当の影響力　
　本書の意図するところは，副題が示し序章で述べられているように，「社会主義計画経
済」の〈企業現場〉——そこではたとえ計画経済のもとでも指導部もそこに働く労働者に
も一定の自律的な動きが可能であったがゆえに——とそこに生きた人々の実際の営み，そ
の「等身大の姿」に焦点を当てて，その基底部分からこれを捉えなおすことにある。そ
して時期的には東欧諸国が強力な計画経済のもとにあった１９５０年代，産業分野としては，
最も成長を遂げ輸出工業として東ドイツ経済のなかで重点的な投資の対象となった造船業
が代表例としてとりあげられている。それに先立って著者は，DDR経済の出発点におけ
る経済状況を概観する。この領域には，ザクセン州やチューリンゲン州，ザクセン＝アン
ハルト州などの有力工業地帯が含まれ，さらに戦争中の軍需部門への大規模な投資もあっ
て，戦争直後には，その生産能力喪失は，１９３６年比で１１.９％のみであった。ただし，その
後のソ連による「全く狂気の沙汰」といわれる設備撤去，さらに現行生産からの製品納入
やドイツ企業のソ連所有株式会社化による賠償，あるいはソ連との貿易における不利な価
格設定などの「隠れた賠償」がDDR経済を圧迫した。その一方で，製鉄や石炭などの基
幹産業＝エネルギー・原材料生産地である西ドイツ（およびシュレージエン）から切り離
されたため，あらためて消費財生産を犠牲にして重工業＝軍需工業部門を建設せねばなら
ず，そして冷戦体制下の東側の一国としての再軍備による重い負担が発足時の経済を圧迫
した。こうした新経済体制は，これまで比較的平等主義的であった賃金体系に能率給とノ
ルマを導入し，労働組合を社会統一党の支配の下に置いた。そして戦後，労働者層が自主
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的に企業の運営に参加し唯一労働者生活を擁護する組織であった「経営協議会」の空洞化
を計った。新国家の経済は，東欧圏への工業製品輸出と原料輸入，難民や軍の復員者の労
働力に支えられて量的には成果を挙げたが，その間膨大な非効率が１９５２−５３年の経済・
食料危機に陥れ，政権はノルマ引き上げでその危機を逃れようとした。この措置は折から
のスターリン批判に増幅されて，ノルマ引き上げ撤回のみならず自由選挙を掲げた全国的
な反対デモから暴動へ進んだが，〈労働者の祖国〉ソ連の軍の出動で鎮圧された。そして，
食料配給の増加や消費財生産への投資の増額，ソ連の賠償の削減など若干の改善はあった
ものの，基本的構造は大きな変化なく存続した。こうしたDDRの経済状況を背景として
著者は，第３章から第７章まで，DDRで事実上第二次大戦後に，ソ連向け賠償や東欧圏
への輸出工業として創出された造船業（１９７０年には貨物・コンテナー船新造船では世界
第４位，漁船では世界第１位を占め，投資や資材も優遇されてきた）を分析しつつ，社会
主義経済の〈企業〉現場における実態を分析する。その詳細にわたるのは，紙幅の制限で
不可能であるが，ここで明らかにされたように，計画自体が現実から乖離した，不十分で
歪んだ情報と作成能力のもとで行われ，評価がその達成いかんで測られるため，責任者は
実際の生産能力を常に過小申告し，他方で締め切りに間に合わせる突貫作業のため膨大な
在庫や余剰労働力を抱えていたこと，専門労働力，技術者の不足に加えて，部品・原材料
の供給の不足や遅れ，品質の悪さ，度重なる設計変更，電力などインフラ整備の遅れなど
の社会主義計画経済に付きまとうさまざまの欠陥が露呈し，労務管理においても労働ノル
マ設定の低水準，職員数の過剰，権限と責任の所在の不明瞭さと労働規律の乱れ，モラル
=士気の低迷がからんで，現場では設備や遊休が絶えず，こうした諸要因がその生産コス
トを押し上げた。他方で，労務管理が不徹底であったことが，実はある種の労働者の自由
と自律性，「労働者天国」ともいうべきものを残し，これが１９５３年以後，８９年まで大規
模な不満の爆発を防止する緩衝の役割を果たした。そして，労働組合，経営協議会が労働
者の要求を公的に吸い上げる役割を奪われても，西ドイツでは高度成長以後失われた親密
な人間関係のコミュニティーが東ドイツの労働現場に残され（作業班），実際にノルマ設
定などでも無視しえぬ力を発揮した。最後の補論では国家秘密警察（シュタージ）がこう
した労働者の世界でどこまでその支配を貫徹できたかを論じ，積極的な体制派の１割，体
制批判を公にした知識人や教会人などの１割を除くと８割の国民は，体制に不満を持ちな
がらもあえて積極的に反体制運動に与することなく，人と人との居心地のいい世界に引き
こもって過ごしたこと，そのことが，ある程度，体制の維持に寄与したことを主張する。
　このように本書は，旧東ドイツ（そして関連する社会主義諸国）についての現在までの
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内外の研究成果を十分に吸収し，また党，政府，さらに企業の，刊行史料のみならず旧東
ドイツの崩壊によって漸く利用可能になった文書史料を渉猟して，その企業現場における
非効率性，そのことによって惹起された経済的停滞の実態を明らかにした点で，ドイツ経
済史だけでなく社会主義研究や現代史一般の研究にとっても大きな貢献を果たしている。
　さて，本書を経済史研究の実証，ないし社会主義経済の研究の現在の到達点を踏まえて
論ずることは，専門外の評者の能力を超えているが，折角の機会でもあるから本書を通読
して感じたいくつかの疑問点を述べることでそれに代えたい。まず本書がなによりも，造
船業を実例としながら，そこでの生産性の低迷を検証することを課題としているが，その
際，この東ドイツ経済の総体としての実績——実質国民総生産，成長率，そして実際の社
会保障，福祉も含めた実質的生活水準とその推移——を的確な時期区分のうえで西側ない
し世界の水準と比較しながら追うことも，本書の内容と叙述を的確に理解させるうえで欠
かせないであろう。さらに，旧東ドイツの政治・経済体制が——いかに反ファシズムの戦
いの正統を名乗り，第二次大戦後，いっときはブロッホやブレヒトなどのナチスを逃れて
亡命した知識人も自らこの国を選択したにせよ——ソ連による占領と過酷な賠償取立てに
加え，モスクワ帰りの共産党指導部の独裁のもとで，ドイツの文化的伝統とも大きく断絶
しながら——国民，とりわけ労働者階級にどれだけの正統性を認められたのか。このこと
は，「食べていけないことはない」とはいえ，戦前にくらべても決して優るとはいえぬ消
費水準の貧困とならんで，労働者の士気やモラルの低迷と「社会主義的競争」への拒絶反
応に寄与し，労働者や技術者たちの自発的献身や創造性を失わせたのではなかったか。他
方で，これに代わってこうした体制を献身的に支える労働者階級出身の新しいエリートや
カードルの人材育成と確保がどの程度成功したのかも，あの劇的崩壊から振り返って問題
となろう。それと関連するが，対象時期の後の経済改革（１９６３年の新経済システムやコ
ンビナート体制など），あるいはデタントのなかで，指導部にどこまでこうした経済組織
の，あるいは技術的欠陥を是正する可能性とそれを実現する能力があったか，あるいは世
界的な高度技術化，情報化の趨勢のなかでこれに対応する技術変革のチャンスをなぜ活か
せなかったか。こうした改革を阻む壁についても終章の総括でもっと思い切って示唆して
くれた方が全体像を明確にできたと思われる。なお，最後に技術的なことになるが，著者
が〈企業〉＝生産の現場として取り上げているVEB（人民所有企業）がいかなる生産単
位であったのか，著書の英語標題のように単一工場＝事業所にあたるのか，あるいはもっ
と多くの事業所を包括する企業体なのか，戦前の企業あるいは７０年代のコンビナート体
制との関連からも説明が欲しかった。
石井　聡著　『もう一つの経済システム——東ドイツ計画経済下の企業と労働者』
255
　以上，いくつか気付いた点を列挙したが，著者には本書を基盤にして今後とも，さらに
終章で展望されている，「ベルリンの壁」以降の東ドイツ経済の，生き残りのための様々
の試行錯誤も含めて，崩壊までの道のりを明らかにしてくれるよう期待したい。
後記　本書については，この分野の専門家の白川欣哉氏により，すでに，昨年５月２９日
に『政治経済学＝経済史学会』北海道部会研究会で詳しい書評報告がなされ，近く『社会
経済史学』にその要点が掲載される予定である。本稿の執筆にあたってもそれをいろいろ
参考にし，また同氏からいろいろご教示をいただいた。 
